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仕組みの概要について 

１．法制度上の仕組み

 市町村の合併の特例に関する法律の規定に基づく仕組みは次のとおり。なお、各仕組みの詳細

は別紙のとおり。

 （１）地域審議会 

（２）地域自治区 

資料２

地域審議会 
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諮問等

・合併市町村基本計画
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・必要と認める事項
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・市の事務を分掌

・地域協議会の庶務任命
事務所の長

区 長

・合併市町村基本計画

・協議で定める重要事項

・条例で定める重要事項

・市長または市の機関からの諮

問事項
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※地方自治法による設置も可能。詳細は別紙参照。
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 （３）合併特例区 

合併特例区協議会 

諮問等

・合併市町村基本計画

・規約で定める重要事項

・市長または市の機関からの諮問

事項

・合併特例区の長からの諮問事項

・必要と認める事項

答申
意見具申

事務所 

・次の事務で規約で定めるものを処理

1.区で処理することが適当な事務
2.区域住民の生活の利便性向上等の
ため、特に必要な事務

・合併特例区協議会の庶務
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・事務を総理

・合併特例区予算の作成

・合併特例区決算の調製

・合併特例区規則の制定

区 長 

提案 同意・認定

協議等
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（
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２．両市の既存の仕組み 

（１）各種計画や重要施策に関する取組 

    ◇パブリックコメントの実施 

     ・ホームページ等を通じ各種計画や条例素案等の公表及び意見募集 

    ◇附属機関への参画 

     ・各種団体代表や住民代表等で構成される各種計画の検討組織を設置

 （２）その他の仕組み 

    ◇市長への手紙 

     ・手紙やインターネットなど様々な媒体により、市政に対する提案や要望等を市長に

対し提出

    ◇市長との集団広聴事業 

     ・市民と市長がテーマに基づく懇談を行う。誰でも参加できる形式と、市民活動団体

等を対象に行う形式で実施

    ◇広報委員制度 

     ・地域住民へ市の方針や市が行う事業等の広報事項を広く周知するとともに、地域で

抱える問題や市政に関する要望を行政に提供

市

民

市 長 附属機関 

行政機関 

自治会 自治会 自治会 自治会

※連合自治会 

企業 ＮＰＯ 公共的団体等

地域コミュニティ組織 

集団広聴事業
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諮問

既存の両市の仕組み 

※南足柄市に連合自治会はない
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３．先行自治体における仕組みの導入事例 

地域の実情を踏まえつつ、地域審議会、地域自治区、合併特例区といった法制度上の仕組み

の活用のほか、条例等に基づく任意の仕組みを旧市町村単位で設置し、新しいまちづくりの中

で、地域の声をできるだけ行政に反映する仕組みを整備・活用している。

・市長が各地区へ出向き、市民と意見交換を行う「まちづくりトーク」や、市長と各地域協

議会や地域コミュニティ協議会の委員との意見交換の機会を設けるなど、地域の声を市政

に活かす取組みを実施している。

  ・地元で開催される各種会合に、職員が積極的に出席している。 

  ・出張所に地域の活性化を担当する職員を配置している。 

・市民が主役となったまちづくりを推進するため、「住民の意見をまとめて、行政と一緒に

取り組んでいただくための組織である住民自治協議会」が設置され、市民と協働したまち

づくりを進めている。 

・地域の各種団体で構成する「まちづくり推進委員会」を全小学校区に組織化し、まちづく

り推進委員が中心となり、地域の実情を踏まえた地域活動を自主的に行っている。 


